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アメリカにおける "就学義務規定"を
めぐる教育判例の動向
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お わ り に
以上,Yoder事件を中心としたアメリカの就学義務規定をめくやる教育判例の分析 か ら,
まずその動向についてまとめると次のようになる｡





権利として確認された親の教育の自由 ･権利 (学校選択権- Pierce判決,宗教的信念
に基づき中等教育を受けさせない自由- Yoder判決)を不当に侵してほならないこと
が判示された｡とくに Yoder判決では,州の就学義務規定は他のすべての利益を従属


































自由或は財産を奪ってはならない｡ -｣訳文は,富沢俊義編 ｢世界憲法集｣岩波文庫 (1974年)に
よる｡
(7) 321U.S.166. (傍点は引用老)
(8) Ibid.,at166.
(9)本件は,一定学年以下の子どもに外国語を教授することを禁止したネブラスカ州法に反して,私立
学校の教師が ドイツ語の授業をし,起訴された事件である｡
(lq 268U.S.534-535.
餌 Ibid.,at535.
(1分 親の教育権に関していえば,Pierce判決における学校選択権のはかに,特定の学校行事出席拒否権
も容認された｡BoardofEducationv.Barnette,319U.S.624(1943年).
(1う Amish派は,もともと16世紀のスイス再浸礼教徒 (SwissAnabaptists)によって始まり,彼らは
既存の教会を拒絶するとともに,物質的成功,立身出世の重視をきらい競争心を否定しながら,彼ら
白身現世からの隔離を求めるといった,初期の簡素なキリス ト教的生活を追求していた｡
(14 州の下級裁判所における一審,二審の判決では同州法の合憲性が認められたが,州最高裁では,一
転して Amish派の親の主張が受け容れられ,同州法は修正第1条の信教の自由を侵すものであると
して,違憲判決が下されていた｡
(1う 406U.S.214. (傍点は引用老)
色ゆ Ibid.,at219.
的 Ibid.,at225.
鯛 Ibid.,at234.
89 この点に関して,多数意見では,本件の当事者は親であり,自由活動条項の下で親の権利との関わ
22 研究紀要 (第3号)
りが問題であるとして,子どもの利益については取り上げなかったことを言明している｡
鰯 連邦憲法修正第1粂～第10条のこと｡
餌 宗派学校に対する州の間接援助を認めた1930年の連邦最高裁の判決 (Cochranv.LouisianaState
BoardofEducation,281U.S,370)において,この ｢子どもの利益｣論が展開された｡
鋤 Tinkerv.DesMoines∫ndependentCommunitySchoolDistrict,393U.S.503.そこでは,学
校における生徒 (子ども)の意見表明･表現の自由が,連邦憲法上の権利として確認される画期的な
判断が下された｡
